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(57)【要約】
【課題】樹脂成形体とりわけ三次元網目構造を有する多
孔質樹脂成形体の表面にアルミニウムをめっきするに際
し、電流値を高くして効率よくアルミニウムめっき膜を
形成する方法を提供することを目的とする。
【解決手段】表面に導電層２を形成することにより導電
化された樹脂成形体１にアルミニウムを溶融塩浴中で電
気めっきしてアルミニウムめっき層３を形成するアルミ
ニウム多孔体の製造方法であって、陽極がアルミニウム
エキスパンドメタルからなり、該陽極の表面積が樹脂成
形体の表面積の１．３倍以上であることを特徴とするア
ルミニウム多孔体の製造方法。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
表面が導電化された樹脂成形体にアルミニウムを溶融塩浴中で電気めっきするアルミニウ
ム多孔体の製造方法であって、陽極がアルミニウム微粉末の板状の圧粉成形体からなり、
該陽極の表面積が樹脂成形体の表面積の１．３倍以上であることを特徴とするアルミニウ
ム多孔体の製造方法。
【請求項２】
　前記アルミニウム微粉末の圧粉成形体におけるアルミニウム微粉末がアルミニウムアト
マイズ粉であることを特徴とする請求項１に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項３】
　前記アルミニウム微粉末の粒径が１９０μｍ以下であることを特徴とする請求項２に記
載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項４】
　前記圧粉成形体が、アルミニウムアトマイズ粉を１０～５０ＭＰａで圧縮した後、２５
０～５５０℃で熱処理することによって得たことを特徴とする請求項２又は３に記載のア
ルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項５】
　前記樹脂成形体の両側に前記陽極を配置することを特徴とする請求項１～４のいずれか
に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項６】
　前記樹脂成形体の周囲に前記陽極を配置することを特徴とする請求項１～４のいずれか
に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項７】
前記樹脂成形体が三次元網目構造を有する樹脂多孔体であることを特徴とする請求項１～
６のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項８】
前記樹脂多孔体が長尺のシート状であることを特徴とする請求項７に記載のアルミニウム
多孔体の製造方法。
【請求項９】
前記溶融塩浴はイミダゾリウム塩浴であることを特徴とする請求項１～８のいずれかに記
載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１０】
前記溶融塩浴は有機溶媒を添加したイミダゾリウム塩浴であることを特徴とする請求項９
に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１１】
前記有機溶媒の添加はめっき浴全体の２５～５７ｍｏｌ％ であることを特徴とする請求
項１０に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１２】
前記樹脂成形体はウレタン樹脂またはメラミン樹脂であることを特徴とする請求項１～１
１のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法によって製造された
ことを特徴とするアルミニウム多孔体。
【請求項１４】
　請求項１３に記載のアルミニウム多孔体に活物質が充填されてなることを特徴とする電
極。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の電極を用いたことを特徴とするリチウム電池。
【請求項１６】
　請求項１４に記載の電極を用いたことを特徴とする溶融塩電池。
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【請求項１７】
　請求項１４に記載の電極を用いたことを特徴とするキャパシタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂成形体表面にアルミニウムを溶融塩浴中で電気めっきするアルミニウム
多孔体の製造方法に関し、特に各種フィルタや電池用電極などの用途に用いられる三次元
網目状アルミ多孔体を樹脂成形体表面に溶融塩浴中でアルミニウムを電気めっきすること
によって製造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　三次元網目構造を有する金属多孔体は、各種フィルタ、触媒担体、電池用電極など多方
面に用いられている。例えばニッケルからなるセルメット（住友電気工業（株）製：登録
商標）がニッケル水素電池やニッケルカドミウム電池等の電池の電極材料として使用され
ている。セルメットは連通気孔を有する金属多孔体であり、金属不織布など他の多孔体に
比べて気孔率が高い（９０％以上）という特徴がある。これは発泡ウレタン等の連通気孔
を有する多孔体樹脂の骨格表面にニッケル層を形成した後、熱処理して発泡樹脂成形体を
分解し、さらにニッケルを還元処理することで得られる。ニッケル層の形成は、発泡樹脂
成形体の骨格表面にカーボン粉末等を塗布して導電化処理した後、電気めっきによってニ
ッケルを析出させることで行われる。
【０００３】
　一方、ニッケルと同様にアルミニウムも導電性、耐腐食性、軽量などの優れた特徴があ
り、電池用途では例えば、リチウムイオン電池の正極として、アルミニウム箔の表面にコ
バルト酸リチウム等の活物質を塗布したものが使用されている。正極の容量を向上するた
めには、アルミニウムを多孔体にして表面積を大きくし、アルミニウム内部にも活物質を
充填することが考えられる。このようにすると電極を厚くしても活物質を利用でき、単位
面積当たりの活物質利用率が向上するからである。
【０００４】
　アルミニウム多孔体の製造方法として、特許文献１には、内部連通空間を有する三次元
網状のプラスチック基体にアークイオンプレーティング法によりアルミニウムの蒸着処理
を施して、２～２０μｍの金属アルミニウム層を形成する方法が記載されている。
この方法によれば、２～２０μｍの厚さのアルミニウム多孔体が得られるとされているが
、気相法によるため大面積での製造は困難であり、基体の厚さや気孔率によっては内部ま
で均一な層の形成が難しい。またアルミニウム層の形成速度が遅い、設備が高価などによ
り製造コストが増大するなどの問題点がある。さらに、厚膜を形成する場合には、膜に亀
裂が生じたりアルミニウムの脱落が生じるおそれがある。
【０００５】
　また、特許文献２には、三次元網目状構造を有する発泡樹脂成形体の骨格にアルミニウ
ムの融点以下で共晶合金を形成する金属（銅等）による皮膜を形成した後、アルミニウム
ペーストを塗布し、非酸化性雰囲気下で５５０℃以上７５０℃以下の温度で熱処理をする
ことで有機成分（発泡樹脂）の消失及びアルミニウム粉末の焼結を行い、金属多孔体を得
る方法が記載されている。
　この方法によればアルミニウムと共晶合金を形成する層が出来てしまい、純度の高いア
ルミニウム層が形成できない。
【０００６】
　他の方法としては、アルミニウムめっきを三次元網目状構造を有する発泡樹脂成形体に
施すことが考えられる。アルミニウムの電気めっき方法自体は知られているが、アルミニ
ウムのめっきは、アルミニウムの酸素に対する親和力が大きく、電位が水素より低いため
に水溶液系のめっき浴で電気めっきを行うことが困難である。このため、従来よりアルミ
ニウムの電気めっきは非水溶液系のめっき浴で検討が行われている。例えば、金属表面の
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酸化防止などの目的でアルミニウムをめっきする技術として、特許文献３にはオニウムハ
ロゲン化物とアルミニウムハロゲン化物とを混合溶融した低融点組成物をめっき浴として
用い、浴中の水分量を２ｗｔ％以下に維持しながら陰極にアルミニウムを析出させること
を特徴とする電気アルミニウムめっき方法が開示されている。
【０００７】
　しかしながら、アルミニウムの電気めっきについては金属表面へのめっきが可能である
のみで、樹脂成形体表面への電気めっき、とりわけ三次元網目構造を有する多孔質樹脂成
形体の表面に電気めっきする方法は知られていなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特許第３４１３６６２号公報
【特許文献２】特開平８－１７０１２６号公報
【特許文献３】特許第３２０２０７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明者等は三次元網目構造を有する多孔質樹脂成形体の表面に電気めっきを施す方法
について検討したところ、少なくとも表面が導電化された樹脂成形体に、アルミニウムを
溶融塩浴中でめっきすることによりめっきが可能であることを見出した。しかしながら、
この方法にはめっきの電流値が小さくめっきに時間がかかるという課題があり、その原因
は、アノードの溶解速度が遅いためにめっきの電流値が低くなっていること、めっきの電
流値を無理に上げるとアノードで塩素が発生しめっきができなくなることについての知見
を得た。即ち、溶融塩浴を用いたアルミニウムのめっきにおいては、アノードでの溶出過
程が律速していることを新たに発見した。
　そこで、本発明は、樹脂成形体とりわけ三次元網目構造を有する多孔質樹脂成形体の表
面にアルミニウムをめっきしてアルミニウム多孔体を製造するに際し、電流値を高くして
効率よくアルミニウムめっき膜を形成する方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題解決のため、本発明者らは鋭意検討を進めた結果、アノードの表面積を大きく
することによりめっきの電流値を大きくすることができることを見出して本発明を完成し
た。
　すなわち、本発明は以下に記載する通りのアルミニウム多孔体の製造方法に係るもので
ある。
【００１１】
（１）表面が導電化された樹脂成形体にアルミニウムを溶融塩浴中で電気めっきするアル
ミニウム多孔体の製造方法であって、陽極がアルミニウム微粉末の板状の圧粉成形体から
なり、該陽極の表面積が樹脂成形体の表面積の１．３倍以上であることを特徴とするアル
ミニウム多孔体の製造方法。
（２）前記アルミニウム微粉末の圧粉成形体におけるアルミニウム微粉末がアルミニウム
アトマイズ粉であることを特徴とする（１）に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（３）前記アルミニウム微粉末の粒径が１９０μｍ以下であることを特徴とする（２）に
記載のアルミニウムのめっき方法
（４）前記圧粉成形体が、アルミニウムアトマイズ粉を１０～５０ＭＰａで圧縮した後、
２５０～５５０℃で熱処理することによって得たことを特徴とする（２）又は（３）に記
載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（５）前記樹脂成形体の両側に前記陽極を配置することを特徴とする（１）～（４）のい
ずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（６）前記樹脂成形体の周囲に前記陽極を配置することを特徴とする（１）～（４）のい
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ずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（７）前記樹脂成形体が三次元網目構造を有する樹脂多孔体であることを特徴とする（１
）～（６）のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（８）前記樹脂多孔体が長尺のシート状であることを特徴とする（７）に記載のアルミニ
ウム多孔体の製造方法。
（９）前記溶融塩浴はイミダゾリウム塩浴であることを特徴とする（１）～（８）のいず
れかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（１０）前記溶融塩浴は有機溶媒を添加したイミダゾリウム塩浴であることを特徴とする
（９）に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（１１）前記有機溶媒の添加はめっき浴全体の２５～５７ｍｏｌ％であることを特徴とす
る（１１０）に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（１２）前記樹脂成形体はウレタン樹脂またはメラミン樹脂であることを特徴とする（１
）～（１１）のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（１３）（１）～（１２）のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法によって製
造されたことを特徴とするアルミニウム多孔体。
（１４）（１３）に記載のアルミニウム多孔体に活物質が充填されてなることを特徴とす
る電極。
（１５）（１４）に記載の電極を用いたことを特徴とするリチウム電池。
（１６）（１４）に記載の電極を用いたことを特徴とする溶融塩電池。
（１７）（１４）に記載の電極を用いたことを特徴とするキャパシタ。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、樹脂成形体表面、特に三次元網目構造を有する多孔質樹脂成形体の表
面へのアルミニウムのめっきを効率的に行うことが可能となり、ほぼ均一な厚膜で純度の
高い、また大面積のアルミニウムめっき膜を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明によるアルミニウム構造体の製造工程を示すフロー図である。
【図２】本発明によるアルミニウム構造体の製造工程を説明する断面模式図である。
【図３】多孔質樹脂成形体の一例としての発泡ウレタン樹脂の構造を示す表面拡大写真で
ある。
【図４】導電性塗料による樹脂成形体表面の連続導電化工程の一例を説明する図である。
【図５】溶融塩めっきによるアルミニウム連続めっき工程の一例を説明する図である。
【図６】アルミニウム多孔体をリチウム電池に適用した構造例を示す模式図である。
【図７】アルミニウム多孔体をキャパシタに適用した構造例を示す断面模
【図８】アルミニウム多孔体を溶融塩電池に適用した構造例を示す断面模式図である。式
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、アルミニウム多孔体を製造するプロセスにおいて本発明のアルミめっき法を適用
する例を代表例として適宜図を参照して説明する。以下で参照する図面で同じ番号が付さ
れている部分は同一またはそれに相当する部分である。なお、本発明はこれに限定される
ものではなく、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲
内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【００１５】
（アルミニウム構造体の製造工程）
　図１は、アルミニウム構造体の製造工程を示すフロー図である。また図２は、フロー図
に対応して樹脂成形体を芯材としてアルミニウムめっき膜を形成する様子を模式的に示し
たものである。両図を参照して製造工程全体の流れを説明する。まず基体樹脂成形体の準
備１０１を行う。図２（ａ）は、基体樹脂成形体の例として、連通気孔を有する発泡樹脂
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成形体の表面を拡大視した拡大模式図である。発泡樹脂成形体１を骨格として気孔が形成
されている。次に樹脂成形体表面の導電化１０２を行う。この工程により、図２（ｂ）に
示すように樹脂成形体１の表面には薄く導電体による導電層２が形成される。
　続いて溶融塩中でのアルミニウムめっき１０３を行い、導電層が形成された樹脂成形体
の表面にアルミニウムめっき層３を形成する（図２（ｃ））。これで、基体樹脂成形体を
基材として表面にアルミニウムめっき層３が形成されたアルミニウム構造体が得られる。
基体樹脂成形体はそのまま残してもよいが、用途に応じて、基体樹脂成形体の除去１０４
を行っても良い。発泡樹脂成形体１を分解等して消失させることにより金属層のみが残っ
たアルミニウム構造体（多孔体）を得ることができる（図２（ｄ））。以下各工程につい
て順を追って説明する。
【００１６】
（多孔質樹脂成形体の準備）
　三次元網目構造を有し連通気孔を有する多孔質樹脂成形体を準備する。多孔質樹脂成形
体の素材は任意の樹脂を選択できる。ポリウレタン、メラミン、ポリプロピレン、ポリエ
チレン等の発泡樹脂成形体が素材として例示できる。発泡樹脂成形体と表記したが、連続
した気孔（連通気孔）を有するものであれば任意の形状の樹脂成形体を選択できる。例え
ば繊維状の樹脂を絡めて不織布のような形状を有するものも発泡樹脂成形体に代えて使用
可能である。発泡樹脂成形体の気孔率は８０％～９８％、気孔径は５０μｍ～５００μｍ
とするのが好ましい。発泡ウレタン及び発泡メラミンは気孔率が高く、また気孔の連通性
があるとともに熱分解性にも優れているため発泡樹脂成形体として好ましく使用できる。
発泡ウレタンは気孔の均一性や入手の容易さ等の点で好ましく、発泡ウレタンは気孔径の
小さなものが得られる点で好ましい。
【００１７】
　多孔質樹脂成形体には発泡体製造過程での製泡剤や未反応モノマーなどの残留物がある
ことが多く、洗浄処理を行うことが後の工程のために好ましい。多孔質樹脂成形体の例と
して、発泡ウレタンを前処理として洗浄処理したものを図３に示す。樹脂成形体が骨格と
して三次元的に網目を構成することで、全体として連続した気孔を構成している。発泡ウ
レタンの骨格はその延在方向に垂直な断面において略三角形状をなしている。ここで気孔
率は、次式で定義される。
　　気孔率＝（１－（多孔質材の重量［ｇ］／（多孔質材の体積［ｃｍ３］×素材密度）
））×１００［％］
　また、気孔径は、樹脂成形体表面を顕微鏡写真等で拡大し、１インチ（２５．４ｍｍ）
あたりの気孔数をセル数として計数して、平均孔径＝２５．４ｍｍ／セル数として平均的
な値を求める。
【００１８】
（樹脂成形体表面の導電化）
　電解めっきを行うために、発泡樹脂の表面をあらかじめ導電化処理する。発泡状樹脂の
表面に導電性を有する層を設けることができる処理である限り特に制限はなく、ニッケル
等の導電性金属の無電解めっき、アルミニウム等の蒸着及びスパッタ、又はカーボン等の
導電性粒子を含有した導電性塗料の塗布等任意の方法を選択できる。
【００１９】
（アルミニウム層の形成：溶融塩めっき）
　次に溶融塩中で電解めっきを行い、樹脂成形体表面にアルミニウムめっき層を形成する
。
　溶融塩浴中でアルミニウムのめっきを行うことにより特に三次元網目構造を有する樹脂
多孔体のように複雑な骨格構造の表面に均一に厚いアルミニウム層を形成することができ
る。
　表面が導電化された樹脂成形体を陰極、純度９９．９９％のアルミニウムを陽極として
溶融塩中で直流電流を印加する。溶融塩としては、有機系ハロゲン化物とアルミニウムハ
ロゲン化物の共晶塩である有機溶融塩、アルカリ金属のハロゲン化物とアルミニウムハロ
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ゲン化物の共晶塩である無機溶融塩を使用することができる。比較的低温で溶融する有機
溶融塩浴を使用すると、基材である樹脂成形体を分解することなくめっきができ好ましい
。有機系ハロゲン化物としてはイミダゾリウム塩、ピリジニウム塩等が使用でき、具体的
には１－エチル－３－メチルイミダゾリウムクロライド（ＥＭＩＣ）、ブチルピリジニウ
ムクロライド（ＢＰＣ）が好ましい。
　溶融塩中に水分や酸素が混入すると溶融塩が劣化するため、めっきは窒素、アルゴン等
の不活性ガス雰囲気下で、かつ密閉した環境下で行うことが好ましい。
【００２０】
　溶融塩浴としては窒素を含有した溶融塩浴が好ましく、中でもイミダゾリウム塩浴が好
ましく用いられる。溶融塩として高温で溶融する塩を使用した場合は、めっき層の成長よ
りも樹脂が溶融塩中に溶解や分解する方が早くなり、樹脂成形体表面にめっき層を形成す
ることができない。イミダゾリウム塩浴は、比較的低温であっても樹脂に影響を与えず使
用可能である。イミダゾリウム塩として、１，３位にアルキル基を持つイミダゾリウムカ
チオンを含む塩が好ましく用いられ、特に塩化アルミニウム－１－エチル－３－メチルイ
ミダゾリウムクロライド（ＡｌＣｌ３－ＥＭＩＣ）系溶融塩が、安定性が高く分解し難い
ことから最も好ましく用いられる。発泡ウレタン樹脂や発泡メラミン樹脂などへのめっき
が可能であり、溶融塩浴の温度は１０℃から１００℃、好ましくは２５℃から４５℃であ
る。低温になる程めっき可能な電流密度範囲が狭くなり、多孔体表面全体へのめっきが難
しくなる。１００℃を超える高温では基材樹脂の形状が損なわれる不具合が生じやすい。
【００２１】
　金属表面への溶融塩アルミニウムめっきにおいて、めっき表面の平滑性向上の目的でＡ
ｌＣｌ３－ＥＭＩＣにキシレン、ベンゼン、トルエン、１，１０－フェナントロリンなど
の添加剤を加えることが報告されている。本発明者らは特に三次元網目構造を備えた樹脂
多孔体上にアルミニウムめっきを施す場合に、１，１０－フェナントロリンの添加により
アルミニウム多孔体の形成に特有の効果が得られることを見出した。すなわち、多孔体を
形成するアルミニウム骨格が折れにくいという第１の特徴と、多孔体の表面部と内部との
めっき厚さの差が小さい均一なめっきが可能であるという第２の特徴が得られるのである
。
【００２２】
　以上の、折れにくい、めっき厚が内外で均一という２つの特徴により、完成したアルミ
ニウム多孔体をプレスする場合などに、骨格全体が折れにくく均等にプレスされた多孔体
を得ることができる。アルミニウム多孔体を電池等の電極材料として用いる場合に、電極
に電極活物質を充填してプレスにより密度を上げることが行われ、活物質の充填工程やプ
レス時に骨格が折れやすいため、このような用途では極めて有効である。
【００２３】
　上記のことから、溶融塩浴に有機溶媒を添加することが好ましく、特に１，１０－フェ
ナントロリンが好ましく用いられる。めっき浴への添加量は、０．２５～７ｇ／Ｌが好ま
しい。０．２５ｇ／Ｌ以下では平滑性に乏しいめっきで脆く、また表層と内部の厚み差を
小さくする効果が得られ難い。また７g/L以上ではめっき効率が低下し所定のめっき厚を
得ることが困難になる。
【００２４】
　図５は前述の帯状樹脂に対してアルミニウムメッキ処理を連続的に行うための装置の構
成を模式的に示す図である。表面が導電化された帯状樹脂２２が、図の左から右に送られ
る構成を示す。第１のめっき槽２１ａは、円筒状電極２４と容器内壁に設けられたアルミ
ニウムからなる陽極２５およびめっき浴２３から構成される。帯状樹脂２２は円筒状電極
２４に沿ってめっき浴２３の中を通過することにより、樹脂成形体全体に均一に電流が流
れやすく、均一なめっきを得ることが出来る。めっき槽２１ｂは、さらにめっきを厚く均
一に付けるための槽であり複数の槽で繰り返しめっきされるように構成されている。表面
が導電化された帯状樹脂２２を送りローラと槽外給電陰極を兼ねた電極ローラ２６により
順次送りながら、めっき浴２８に通過させることでめっきを行う。複数の槽内には樹脂成
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形体の両面にめっき浴２８を介して設けられたアルミニウムからなる陽極２７があり、樹
脂成形体の両面により均一なめっきを付けることができる。めっきされたアルミ多孔体に
窒素ブローでめっき液を十分除去した後、水洗してアルミ多孔体を得る。
【００２５】
　本発明においては、このアルミニウムめっき処理工程において所定の厚みを有するめっ
き膜厚を形成するのに要する時間を短縮するためにアルミニウムからなる陽極２７の表面
積をめっき対象物の表面積の１．３倍以上とする。
　すなわち、溶融塩を用いて導電化処理した発泡樹脂にめっきを行うとめっきの電流値が
小さく所定の膜厚のアルミニウムめっき膜を形成するのに多くの時間が必要となり生産性
が劣るという問題がある。これはアノードの溶解速度が遅いために電流値が低い値となっ
ているためであるが、印加電圧を大きくして電流値を大きくしようとすると陽極で塩素が
発生してめっきができなくなってしまう。そこで、本発明においては印加電圧を高めるこ
となく電流値を大きくするために陽極の表面積をめっき対象物の表面積より大きくする、
具体的にはめっき対象物の表面積の１．３倍以上とすることにより上記課題を解決したも
のである。
【００２６】
　ただし、陽極の表面積を増やすために陽極にアルミニウム板を用いてこのアルミニウム
板の面積を大きくするとめっき設備が大型化し高コストにつながる。
そこで、本発明においてはアルミニウムの微粉末の板状の圧粉成形体を陽極として使用す
る。
　アルミニウムを粉末化する事により表面積が飛躍的に大きくなり、これを板状の圧粉成
形体とすることにより、同じ見かけ面積のアルミニウム板に比べて大きな表面積を有して
いるので、これを溶融電解槽の陽極とすることによりアルミニウムの溶解効率を高めるこ
とができる。
【００２７】
　アルミニウムの微粉末としては、アルミニウム溶湯を小孔（ノズル）より噴出させて高
圧ガスにより霧状に粉砕・冷却して製造されるアトマイズ粉、及び、アルミニウム箔小片
を原料に、脂肪酸などの助剤を加え、機械的に粉砕して製造される乾式粉砕粉（フレーク
粉）、があるが、板状に成形した際に高い表面積を有する成形体を得ることができるアト
マイズ粉を用いることが好ましい。
　アルミニウム微粉末の圧粉成形体は、アルミニウム粉末を型に入れて１０～５０ＭＰａ
の圧力で成形した後、１０－３Ｐａ以下の雰囲気で２５０～５５０℃、２～１０時間の熱
処理を行うことによって得ることができる。
　また、この成形体からなる陽極をめっき対象物の両側に配置するかまたはメッキ対象物
の周囲に配置することによりメッキ対象物の表面積に対して更に陽極の表面積を大きくす
ることができる。
【００２８】
　一方、樹脂が溶解等しない範囲で溶融塩として無機塩浴を用いることもできる。無機塩
浴とは、代表的にはＡｌＣｌ３－ＸＣｌ（Ｘ：　アルカリ金属）の２成分系あるいは多成
分系の塩である。このような無機塩浴はイミダゾリウム塩浴のような有機塩浴に比べて一
般に溶融温度は高いが、水分や酸素など環境条件の制約が少なく、全体に低コストでの実
用化が可能とできる。樹脂が発泡メラミン樹脂である場合は、発泡ウレタン樹脂に比べて
高温での使用が可能であり、６０℃～１５０℃での無機塩浴が用いられる。
【００２９】
　以上の工程により骨格の芯として樹脂成形体を有するアルミニウム構造体（アルミニウ
ム多孔体）が得られる。各種フィルタや触媒担体などの用途によっては、このまま樹脂と
金属の複合体として使用しても良い。また使用環境の制約などから、樹脂が無い金属構造
体として用いる場合には樹脂を除去しても良い。樹脂の除去は、有機溶媒、溶融塩、又は
超臨界水による分解（溶解）、加熱分解等任意の方法で行うことができる。ここで、高温
での加熱分解等の方法は簡便であるが、アルミニウムの酸化を伴う。アルミニウムはニッ
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ケル等と異なり、一旦酸化すると還元処理が困難であるため、たとえば電池等の電極材料
として使用する場合には、酸化により導電性が失われることから用いることが出来ない。
このため、アルミニウムの酸化が起こらないように、以下に説明する溶融塩中での熱分解
により樹脂を除去する方法が好ましく用いられる。
【００３０】
（樹脂の除去：溶融塩中熱分解）
　溶融塩中での熱分解は以下の方法で行う。表面にアルミニウムめっき層を形成した樹脂
成形体を溶融塩に浸漬し、アルミニウム層に負電位を印加しながら加熱して発泡樹脂成形
体を分解する。溶融塩に浸漬した状態で負電位を印加すると、アルミニウムを酸化させる
ことなく発泡樹脂成形体を分解することができる。加熱温度は発泡樹脂成形体の種類に合
わせて適宜選択できるが、アルミニウムを溶融させないためにはアルミニウムの融点（６
６０℃）以下の温度で処理する必要がある。好ましい温度範囲は５００℃以上６００℃以
下である。また印加する負電位の量は、アルミニウムの還元電位よりマイナス側で、かつ
溶融塩中のカチオンの還元電位よりプラス側とする。
【００３１】
　樹脂の熱分解に使用する溶融塩としては、アルミニウムの電極電位が卑となるようなア
ルカリ金属又はアルカリ土類金属のハロゲン化物の塩が使用できる。具体的には塩化リチ
ウム（ＬｉＣｌ）、塩化カリウム（ＫＣｌ）、塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）、塩化アルミ
ニウム（ＡｌＣｌ３）からなる群より選択される１種以上を含むと好ましい。このような
方法によって連通気孔を有し、表面の酸化層が薄く酸素量の少ないアルミニウム多孔体を
得ることができる。
【００３２】
（リチウム電池）
　次にアルミニウム多孔体を用いた電池用電極材料及び電池について説明する。例えばリ
チウムイオン電池の正極に使用する場合は、活物質としてコバルト酸リチウム（ＬｉＣｏ
Ｏ２）、マンガン酸リチウム（ＬｉＭｎ２Ｏ４）、ニッケル酸リチウム（ＬｉＮｉＯ２）
等を使用する。活物質は導電助剤及びバインダーと組み合わせて使用する。従来のリチウ
ムイオン電池用正極材料は、アルミニウム箔の表面に活物質を塗布している。単位面積当
たりの電池容量を向上するために、活物質の塗布厚みを厚くしている。また活物質を有効
に利用するためにはアルミニウム箔と活物質とが電気的に接触している必要があるので活
物質は導電助剤と混合して用いられている。これに対し、本発明のアルミニウム多孔体は
気孔率が高く単位面積当たりの表面積が大きい。よって多孔体の表面に薄く活物質を担持
させても活物質を有効に利用でき、電池の容量を向上できるとともに、導電助剤の混合量
を少なくすることができる。リチウム電池は、上記の正極材料を正極とし、負極には黒鉛
、電解質には有機電解液を使用する。このようなリチウムイオン電池は、小さい電極面積
でも容量を向上できるため、従来のリチウム電池よりも電池のエネルギー密度を高くする
ことができる。
【００３３】
（リチウム電池用電極）
　リチウム電池に使用される電解質には、非水電解液と固体電解質がある。
　図６は、固体電解質を使用した全固体リチウム電池の縦断面図である。この全固体リチ
ウム電池６０は、正極６１、負極６２、および、両電極間に配置される固体電解質層（Ｓ
Ｅ層）６３を備える。正極６１は、正極層（正極体）６４と正極集電体６５とからなり、
負極６２は、負極層６６と負極集電体６７とからなる。
　電解質として、固体電解質以外に、後述する非水電解液が用いられる。この場合、両極
間には、セパレータ（多孔質ポリマーフィルム等）が配置され、非水電解液は両極および
セパレータ中に含浸される。
【００３４】
（アルミニウム多孔体に充填する活物質）
　アルミニウム多孔体をリチウムイオン電池の正極に使用する場合は、活物質としてリチ
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ウムを脱挿入できる材料を使用することができ、このような材料をアルミニウム多孔体に
充填することでリチウムイオン二次電池に適した電極を得ることができる。正極活物質の
材料としては、例えばコバルト酸リチウム（ＬｉＣｏＯ２）、ニッケル酸リチウム（Ｌｉ
ＮｉＯ２）、ニッケルコバルト酸リチウム（ＬｉＣｏ０．３Ｎｉ０．７Ｏ２）、マンガン
酸リチウム（ＬｉＭｎ２Ｏ４）、チタン酸リチウム（Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２）、リチウムマ
ンガン酸化合物（ＬｉＭｙＭｎ２－ｙＯ４）；Ｍ＝Ｃｒ、Ｃｏ、Ｎｉ）、リチウム酸等を
使用する。活物質は導電助剤及びバインダーと組み合わせて使用する。従来のリチウムリ
ン酸鉄及びその化合物（ＬｉＦｅＰＯ４、ＬｉＦｅ０．５Ｍｎ０．５ＰＯ４）であるオリ
ビン化合物などの遷移金属酸化物が挙げられる。また、これらの材料の中に含まれる遷移
金属元素を、別の遷移金属元素に一部置換してもよい。
【００３５】
　更に他の正極活物質の材料としては例えば、ＴｉＳ２、Ｖ２Ｓ３、ＦｅＳ、ＦｅＳ２、
ＬｉＭＳｘ（ＭはＭｏ、Ｔｉ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｆｅなどの遷移金属元素、又はＳｂ、Ｓｎ、
Ｐｂ）などの硫化物系カルコゲン化物、ＴｉＯ２、Ｃｒ３Ｏ８、Ｖ２Ｏ５、ＭｎＯ２など
の金属酸化物を骨格としたリチウム金属が挙げられる。ここで、上記したチタン酸リチウ
ム（（Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２）は負極活物質として使用することも可能である。
【００３６】
（リチウムイオン電池に使用される電解液）
　非水電解液としては、極性非プロトン性有機溶媒で使用され、具体的にはエチレンカー
ボネート、ジエチルカーボネート、ジメチルカーボネート、プロピレンカーボネート、γ
－ブチロラクトン及びスルホラン等が使用される。支持塩としては４フッ化ホウ酸リチウ
ム、６フッ化リン酸リチウム、およびイミド塩等が使用されている。
　（アルミニウム多孔体に充填する固体電解質）
　活物質の他に、さらに、固体電解質を加えて充填してもよい。アルミニウム多孔体に活
物質と固体電解質とを充填することで、全固体リチウム電池の電極に適したものとするこ
とができる。ただし、アルミニウム多孔体に充填する材料のうち活物質の割合は、放電容
量を確保する観点から、５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上とすることが好
ましい。
【００３７】
　上記固体電解質には、リチウムイオン伝導度の高い硫化物系固体電解質を使用すること
が好ましく、このような硫化物系固体電解質としては、リチウム、リン、及び硫黄を含む
硫化物系固体電解質が挙げられる。硫化物系固体電解質は、さらに、Ｏ、Ａｌ、Ｂ、Ｓｉ
、Ｇｅなどの元素を含有してもよい。
【００３８】
　このような硫化物系固体電解質は、公知の方法により得ることができる。例えば、出発
原料として硫化リチウム（Ｌｉ２Ｓ）及び五硫化二リン（Ｐ２Ｓ５）を用意し、Ｌｉ２Ｓ
とＰ２Ｓ５とをモル比で５０：５０～８０：２０程度の割合で混合し、これを熔融して急
冷する方法（溶融急冷法）や、これをメカニカルミリングする方法（ノカニカルミリング
法）が挙げられる。
【００３９】
　上記方法により得られる硫化物系固体電解質は、非晶質である。この非晶質の状態のま
ま利用することもできるが、これを加熱処理して結晶性の硫化物系固体電解質としてもよ
い。結晶化することで、リチウムイオン伝導度の向上が期待できる。
【００４０】
（アルミニウム多孔体への活物質の充填）
活物質（活物質と固体電解質）の充填は、例えば、浸漬充填法や塗工法などの公知の方法
を用いることができる。塗工法としては、例えば、ロール塗工法、アプリケーター塗工法
、静電塗工法、粉体塗工法、スプレー塗工法、スプレーコーター塗工法、バーコーター塗
工法、ロールコーター塗工法、ディップコーター塗工法、ドクターブレード塗工法、ワイ
ヤーバー塗工法、ナイフコーター塗工法、ブレード塗工法、及びスクリーン印刷法などが
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挙げられる。
【００４１】
　活物質（活物質と固体電解質）を充填するときは、例えば、必要に応じて導電助剤やバ
インダーを加え、これに有機溶剤を混合して正極合剤スラリーを作製し、これを上記方法
を用いてアルミニウム多孔体に充填する。活物質（活物質と固体電解質）の充填は、アル
ミニウム多孔体の酸化を防止するため、不活性ガス雰囲気下で行うことが好ましい。導電
助剤としては、例えば、アセチレンブラック（ＡＢ）やケッチェンブラック（ＫＢ）とい
ったカーボンブラックなどを用いることができ、また、バインダーとしては、例えば、ポ
リフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）やポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）などを用い
ることができる。
【００４２】
　なお、正極合剤スラリーを作製する際に用いる有機溶剤としては、アルミニウム多孔体
に充填する材料（即ち、活物質、導電助剤、バインダー、及び必要に応じて固体電解質）
に対して悪影響を及ぼさないものであれば、適宜選択することができる。このような有機
溶剤としては、例えば、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、ヘプタン、トルエン、キシレン
、トリメチルベンゼン、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、エチルメチルカ
ーボネート、プロピレンカーボネート、エチレンカーボネート、ブチレンカーボネート、
ビニレンカーボネート、ビニルエチレンカーボネート、テトラヒドロフラン、１、４－ジ
オキサン、１，３－ジオキソラン、エチレングリコール、Ｎ－メチル－２－ピロリドンな
どが挙げられる。
【００４３】
　なお、従来のイオン電池用正極材料は、アルミニウム箔の表面に活物質を塗布している
。単位面積当たりの電池容量を向上するために、活物質の塗布厚みを厚くしている。また
活物質を有効に利用するためにはアルミニウム箔と活物質とが電気的に接触している必要
があるので活物質は導電助剤と混合して用いられている。これに対し、アルミニウム多孔
体は気孔率が高く単位面積当たりの表面積が大きい。よって多孔体の表面に薄く活物質を
担持させても活物質を有効に利用でき、電池の容量を向上できるとともに、導電助剤の混
合量を少なくすることができる。リチウムイオン電池は、上記の正極材料を正極とし、負
極には黒鉛、電解質には有機電解液を使用する。このようなリチウムイオン電池は、小さ
い電極面積でも容量を向上できるため、従来のリチウムイオン電池よりも電池のエネルギ
ー密度を高くすることができる。
【００４４】
（キャパシタ）
アルミニウム多孔体は、キャパシタ用の電極材料として使用することもできる。アルミニ
ウム多孔体をキャパシタ用の電極材料として使用する場合は、電極活物質として活性炭等
を使用する。活性炭は導電助剤やバインダーと組み合わせて使用する。導電助剤としては
黒鉛、カーボンナノチューブ等が使用できる。またバインダーとしてはポリテトラフルオ
ロエチレン（ＰＴＦＥ）、スチレンブタジエンゴム等を使用できる。
【００４５】
図７は上記のキャパシタ用電極材料を用いたキャパシタの一例を示す断面模式図である。
セパレータ１４２で仕切られた有機電解液１４３中に、アルミニウム多孔体に電極活物質
を担持した電極材料を分極性電極１４１として配置している。電極材料１４１はリード線
１４４に接続しており、これら全体がケース１４５中に収納されている。アルミニウム多
孔体を集電体として使用することで、集電体の表面積が大きくなり、活物質としての活性
炭を薄く塗布しても高出力、高容量化可能なキャパシタを得ることができる。
【００４６】
　キャパシタ用の電極を製造するには、集電体に活物質として活性炭を使用する。活性炭
は導電助剤やバインダーと組み合わせて使用する。導電助剤としては黒鉛、カーボンナノ
チューブ等が使用できる。またバインダーとしてはポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦ
Ｅ）、スチレンブタジエンゴム等を使用できる。
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　活性炭ペーストを充填する。キャパシタの容量を大きくするためには主成分である活性
炭の量が多い方が良く、乾燥後(溶媒除去後)の組成比で活性炭が９０％以上あることが好
ましい。また導電助剤やバインダーは必要ではあるが容量低下の要因であり、バインダー
は更に内部抵抗を増大させる要因となるためできる限り少ない方がよい。導電助剤は１０
質量％以下、バインダーは１０質量％以下が好ましい。
【００４７】
　活性炭は表面積が大きい方がキャパシタの容量が大きくなるため、比表面積が２０００
ｍ2／ｇ以上あることが好ましい。また、導電助剤としてはケッチェンブラックやアセチ
レンブラック、炭素繊維やこれらの複合材料が使用できる。また、バインダーとしてはポ
リフッ化ビニリデンやポリテトラフルオロエチレン、ポリビニルアルコール、カルボキシ
メチルセルロース、キサンタンガムなどが使用できる。溶媒はバインダーの種類によって
水や有機溶媒を適当に選択すればよい。有機溶媒ではＮ－メチル－２－ピロリドンが使用
される場合が多い。また、溶媒に水を使う場合、充填性を高めるために界面活性剤を使用
しても良い。
【００４８】
　上記活性炭を主成分とする電極材料を混合して攪拌することにより活性炭ペーストが得
られる。かかる活性炭ペーストを上記集電体に充填して乾燥させ、必要に応じてローラー
プレス等により調厚することによりキャパシタ用電極が得られる。
【００４９】
（キャパシタの作製）
　上記のようにして得られた電極を適当な大きさに打ち抜いて２枚用意し、セパレータを
挟んで対向させる。そして、必要なスペーサを用いてセルケースに収納し、電解液を含浸
させる。最後に絶縁ガスケットを介してケースに蓋をして封口することにより非水電解液
を用いるキャパシタを作製することができる。非水系の材料を使用する場合は、キャパシ
タ内の水分を限りなく少なくするため、キャパシタの作製は水分の少ない環境下で行い、
封止は減圧環境下で行う。なお、本発明の集電体、電極を用いていればキャパシタとして
は特に限定されず、これ以外の方法により作製されるものでも構わない。
　また、負極は特に限定されず従来の負極用電極を使用可能であるが、アルミ箔を集電体
に用いた従来の電極では容量が小さいため、前述の発泡状ニッケルのような多孔体に活物
質を充填した電極が好ましい。
【００５０】
　電解液は水系・非水系ともに使用できるが、非水系の方が電圧を高く設定できるため好
ましい。水系では電解質として水酸化カリウムなどが使用できる。非水系としては、イオ
ン液体がカチオンとアニオンの組み合わせで多数有る。カチオンとしては低級脂肪族４級
アンモニウム、低級脂肪族４級ホスホニウム及びイミダゾリニウム等が使用され、アニオ
ンとしては、金属塩化物イオン、金属フッ化物イオン、及びビス（フルオロスルフォニル
）イミド等のイミド化合物などが知られている。また、極性非プロトン性有機溶媒があり
、具体的にはエチレンカーボネート、ジエチルカーボネート、ジメチルカーボネート、プ
ロピレンカーボネート、γ－ブチロラクトン及びスルホラン等が使用される。非水電解液
中の支持塩としては４フッ化ホウ酸リチウム、６フッ化リン酸リチウム、およびイミド塩
等が使用されている。
【００５１】
（溶融塩電池）
　アルミニウム多孔体は、溶融塩電池用の電極材料として使用することもできる。アルミ
ニウム多孔体を正極材料として使用する場合は、活物質として亜クロム酸ナトリウム（Ｎ
ａＣｒＯ２）、二硫化チタン（ＴｉＳ２）等、電解質となる溶融塩のカチオンをインター
カレーションすることができる金属化合物を使用する。活物質は導電助剤及びバインダー
と組み合わせて使用する。導電助剤としてはアセチレンブラック等が使用できる。またバ
インダーとしてはポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）等を使用できる。活物質とし
て亜クロム酸ナトリウムを使用し、導電助剤としてアセチレンブラックを使用する場合に
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は、ＰＴＦＥはこの両者をより強固に固着することができ好ましい。
【００５２】
　アルミニウム多孔体は、溶融塩電池用の負極材料として用いることもできる。アルミニ
ウム多孔体を負極材料として使用する場合は、活物質としてナトリウム単体やナトリウム
と他の金属との合金、カーボン等を使用できる。ナトリウムの融点は約９８℃であり、ま
た温度が上がるにつれて金属が軟化するため、ナトリウムと他の金属（Ｓｉ、Ｓｎ、Ｉｎ
等）とを合金化すると好ましい。このなかでも特にナトリウムとＳｎとを合金化したもの
は扱いやすいため好ましい。ナトリウム又はナトリウム合金は、アルミニウム多孔体の表
面に電解メッキ、溶融メッキ等の方法で担持させることができる。また、アルミニウム多
孔体にナトリウムと合金化させる金属（Ｓｉ等）をメッキ等の方法で付着させた後、溶融
塩電池中で充電することでナトリウム合金とすることもできる。
【００５３】
　図８は上記の電池用電極材料を用いた溶融塩電池の一例を示す断面模式図である。溶融
塩電池は、アルミニウム多孔体のアルミ骨格部の表面に正極用活物質を担持した正極１２
１と、アルミニウム多孔体のアルミ骨格部の表面に負極用活物質を担持した負極１２２と
、電解質である溶融塩を含浸させたセパレータ１２３とをケース１２７内に収納したもの
である。ケース１２７の上面と負極との間には、押え板１２４と押え板を押圧するバネ１
２５とからなる押圧部材１２６が配置されている。押圧部材を設けることで、正極１２１
、負極１２２、セパレータ１２３の体積変化があった場合でも均等押圧してそれぞれの部
材を接触させることができる。正極１２１の集電体（アルミニウム多孔体）、負極１２２
の集電体（アルミニウム多孔体）はそれぞれ、正極端子１２８、負極端子１２９に、リー
ド線１３０で接続されている。
【００５４】
　電解質としての溶融塩としては、動作温度で溶融する各種の無機塩又は有機塩を使用す
ることができる。溶融塩のカチオンとしては、リチウム（Ｌｉ）、ナトリウム（Ｎａ）、
カリウム（Ｋ）、ルビジウム（Ｒｂ）及びセシウム（Ｃｓ）等のアルカリ金属、ベリリウ
ム（Ｂｅ）、マグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）及び
バリウム（Ｂａ）等のアルカリ土類金属から選択した１種以上を用いることができる。
【００５５】
　溶融塩の融点を低下させるために、２種以上の塩を混合して使用することが好ましい。
例えばカリウムビス（フルオロスルフォニル）アミド＜Ｋ-Ｎ（ＳＯ２Ｆ）２；ＫＦＳＡ
＞とナトリウムビス（フルオロスルフォニル）アミド＜Ｎａ-Ｎ（ＳＯ２Ｆ）２；ＮａＦ
ＳＡ＞とを組み合わせて使用すると、電池の動作温度を９０℃以下とすることができる。
【００５６】
　溶融塩はセパレータに含浸させて使用する。セパレータは正極と負極とが接触するのを
防ぐためのものであり、ガラス不織布や、多孔質樹脂成形体等を使用できる。上記の正極
、負極、溶融塩を含浸させたセパレータを積層してケース内に収納し、電池として使用す
る。
【実施例】
【００５７】
　以下では、アルミニウム多孔体の製造例について本発明を具体的に説明する。
　実施例及び比較例ではめっき物の外観が良好（平坦であり、焦げないこと）であり、か
つ、塩素発生がない（電圧が１０Ｖ以上にならない）状態でめっきできる最大電流値を求
めた。
【００５８】
［実施例１］
（導電層の形成）
　発泡樹脂成形体として、気孔率９７％、気孔径約３００μｍのポリウレタンフォームを
準備し、２０ｍｍ角に切断した。ポリウレタンフォームの表面にアルミニウムを目付量１
０ｇ／ｍ２で蒸着し、厚み１５μｍのアルミニウム層を形成した。
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（陽極の作製）
　純度９９．９％、粒径１９０μｍ以下のアルミニウムアトマイズ粉を成形型に入れて２
０ＭＰａの圧力で成形して成形体を得て、次いで、この成形体を１０－３Ｐａ以下の雰囲
気で４００℃、３時間の熱処理を行って厚さ２ｍｍの板状成形体を得た。板状成形体にお
けるアトマイズ粉の体積充填率は７４％であり、板状成形体の１ｃｍ２当たりの実表面積
は７．８ｃｍ２であった。
【００５９】
（溶融塩めっき）
　表面に導電層を形成したウレタン基材１ｃｍ×１ｃｍ（実表面積６．０ｃｍ２）をワー
クとして、給電機能を有する治具にセットした後、アルゴン雰囲気かつ低水分（露点－３
０℃以下）としたグローブボックス内に入れ、温度６０℃の溶融塩アルミめっき浴（ＥＭ
ＩＣ：ＡｌＣｌ３＝１：２）に浸漬した。
　上記で得た板状成形体から１ｃｍ×１ｃｍ×厚さ２ｍｍの板を２枚作製しこれを陽極材
料とした。
　この陽極材料をウレタン基材の両側に配置した。
　ワークをセットした治具を整流器の陰極側に接続し、対極の陽極側に接続した。
　電流密度１５ＡＳＤ（Ａ／ｄｍ２）直流電流を印加してめっきした。攪拌はテフロン（
登録商標）製の回転子をスターラーとして用いて３００ｒｐｍで行った。ここで、電流密
度はウレタン発泡体の見かけの面積で計算した値である。この結果、６分のめっきで１６
４ｇ／ｍ２の重量のアルミニウムめっき層を形成することができた。
　電流密度１５Ａ／ｄｍ２の直流電流を得るのに要した印加電圧は最大で３Ｖであった。
【００６０】
（発泡樹脂成形体の分解）
　アルミニウム層を形成したそれぞれの樹脂成形体を温度５００℃のＬｉＣｌ－ＫＣｌ共
晶溶融塩に浸漬し、－１Ｖの負電位を３０分間印加した。溶融塩中にポリウレタンの分解
反応による気泡が発生した。その後大気中で室温まで冷却した後、水洗して溶融塩を除去
し、樹脂が除去されたアルミニウム多孔体を得た。得られたアルミニウム多孔体は連通気
孔を有し、気孔率が芯材としたウレタン発泡体と同様に高いものであった。
【００６１】
［比較例１］
　陽極としてめっき対象物であるウレタン基材と同じ１ｃｍ×１ｃｍ（見かけ面積１．０
ｃｍ２）のアルミニウム板（純度９９．９％）を用い、これをウレタン基材の両側に配置
したことを除いては実施例１と同様にして溶融塩めっきを行った。
　電流密度１５Ａ／ｄｍ２の直流電流を得るための電圧を印加すると電圧は２分後に１０
Ｖとなり塩素が発生した。
良好なめっきが得られる最大電流密度は３ＡＳＤであった。
　また、３ＡＳＤの電流密度で１６４ｇ／ｍ２の重量のアルミニウムめっき層を形成する
のに要した時間は３０分であった。
【００６２】
［比較例２］
　粒径０．４ｍｍのアルミニウムアトマイズ粉を実施例１と同様にして成形して得た板状
成形体を２枚用意し、これを陽極として用いたことを除いて実施例１と同様にして溶融塩
めっきを行った。
　電流密度１５Ａ／ｄｍ２の直流電流を得るための電圧を印加すると電圧は２分後に１０
Ｖとなり塩素が発生した。
良好なめっきが得られる最大電流密度は３ＡＳＤであった。
　また、３ＡＳＤの電流密度で１６４ｇ／ｍ２の重量のアルミニウムめっき層を形成する
のに要した時間は３０分であった。
　上記の結果を表１に示す。
【００６３】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明によれば、樹脂成形体表面にアルミニウムを効率よくめっきすることができる。
そして、めっきした構造体、またそこから樹脂成形体を除去したアルミニウム構造体を得
ることができるので、例えばアルミニウム多孔体として電池用電極等の電気材料や、各種
濾過用のフィルタ、触媒担体などにおいて、アルミニウムの特性が活かされる場合に広く
適用することができる。
【符号の説明】
【００６５】
　　１　発泡樹脂成形体
　　２　導電層
　　３　アルミニウムめっき層
　１１　帯状樹脂
　１２　サプライボビン
　１３　デフレクタロール
　１４　懸濁液
　１５　槽　
　１６　熱風ノズル
　１７　絞りロール
　１８　巻取りボビン
　２１ａ，２１ｂ　めっき槽
　２２　帯状樹脂
　２３，２８　めっき浴
　２４　円筒状電極
　２５，２７　正電極
　２６　電極ローラ
　６０　リチウム電池
　６１　正極
　６２　負極
　６３　固体電解質層（ＳＥ層）
　６４　正極層（正極体）
　６５　正極集電体
　６６　負極層
　６７　負極集電体
１２１　正極
１２２　負極
１２３　セパレータ
１２４　押さえ板
１２５　バネ
１２６　押圧部材
１２７　ケース
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１２８　正極端子
１２９　負極端子
１３０　リード線
１４１　分極性電極
１４２　セパレータ
１４３　有機電解液
１４４　リード線
１４５　ケース
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